
\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失の明細
（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 3¶590¶799¶104 16¶010¶694 668¶386 3¶606¶141¶412 772¶925¶439 130¶153¶805 53¶452¶955 0 2¶659¶999 2¶779¶763¶018

構 築 物 318¶461¶548 6¶153¶221 315¶150 324¶299¶619 118¶438¶274 19¶355¶017 647¶096 0 647¶096 205¶214¶249

工具器具備品 35¶646¶057 0 0 35¶646¶057 12¶639¶617 5¶305¶642 0 0 0 23¶006¶440

図 書 967¶918 0 0 967¶918 0 0 0 967¶918

計 3¶945¶874¶627 22¶163¶915 983¶536 3¶967¶055¶006 904¶003¶330 154¶814¶464 54¶100¶051 0 3¶307¶095 3¶008¶951¶625

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 157¶508¶629 32¶433¶597 0 189¶942¶226 34¶923¶522 10¶023¶949 511¶216 0 511¶216 154¶507¶488

構 築 物 46¶587¶016 13¶955¶746 0 60¶542¶762 6¶750¶268 3¶352¶777 0 0 0 53¶792¶494

工具器具備品 818¶909¶159 221¶718¶374 55¶741¶866 984¶885¶667 448¶600¶400 154¶792¶317 0 0 0 536¶285¶267

附 属 明 細 書

（賃貸等不動産の時価等）
当法人は、天久保・春日地区に寄宿舎等を有しております。これらの賃貸等不動産の貸借対照表計
上額、当期増減額及び時価は次のとおりであります。

（単位：円）

また、賃貸等不動産に関する平成23年３月期における収益及び費用等の状況は次のとおりであ
ります。

（単位：円）

賃 貸 収 益 賃 貸 費 用 その他（売却損益等）

19¶189¶500
（29¶634¶983）

59¶225¶605 0

（注１）「賃貸費用」欄の（ ）内は内書きで、損益外減価償却相当額であります。

（単位：円）

貸 借 対 照 表 計 上 額
当期末の時価

前期末残高 当期増減額 当期末残高

925¶092¶027 � 30¶665¶984 894¶426¶043 945¶270¶285

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で
あります。

（注２）当期増減額のうち、主な増減額は次のとおりであります。
減価償却による減少（天久保・春日地区学生寄宿舎） 30¶665¶984円

（注３）当期末の時価は、土地部分については公示価格に基づく価額、建物等については帳簿価額
によっております。
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（損益計算書）
１．当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの
{ 国からの承継時において、附属診療所の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの
資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの
附属診療所に関する借入金の元金償還額 1¶077¶500円
当該借入金により取得した資産の減価償却費 0円
当期総利益に与える影響額（差引き） 1¶077¶500円

| 国立大学法人等が獲得した附属診療所収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物
品受贈額戻入が二重になっていることによるもの
法人移行時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療経
費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入額 0円

G G G G G G

1¶077¶500円
（キャッシュ¥フロー計算書）
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 620¶643¶616円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

うち、定期預金 � 30¶000¶000円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

資金期末残高 590¶643¶616円
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２．重要な非資金取引
\ 寄附受による資産の増加 10¶652¶933円
] ファイナンス・リースによる資産の取得 14¶147¶843円

（国立大学法人等業務実施コスト計算書）
引当外退職給付増加見積額のうち、535¶720円は国からの出向職員に係るものであります。

（資産除去債務）
該当ありません。
（追加情報）
当事業年度より「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（国立大学法人会計基
準等検討会議 平成23年１月14日改訂）及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準
注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 平成23年２月15日最終改訂）に基づき、
資産除去債務に係る会計処理を適用しております。
これにより、当事業年度の損益への影響はありません。
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